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・現場のニーズに合った情報を「定期的」に発信することが求められている。（アンケート結果より）
・マスメディアや全国連からの情報をタイムリーに現場に提供できるよう常日頃から幅広い情報をストックしておく必要がある。

４．今後の対応方針（改善点）

全国や商工会の好事例に関する情報や各種統計、補助金、施策等を分かり易く分析し、経営指導員が現場で役立つ情報の提供を強化する。

【取組評価】

〈コスト縮減に向けた具体的な取組内容または取り組んでいない理由〉

情報を分析し、現場に発信するまでの過程で場合によって時間を掛けてしまうケースもあり、瞬時・的確に情報提供を行えるよう、常日頃からの情報集めが重要である。

２．総合評価・理由   A（順調）３つの観点の評価結果が すべてa判定の場合   B（概ね順調）Ａ、Ｃ以外の場合   C（見直しが必要）３つの観点の評価結果がｃ判定２つ以上の場合 Ｂ

・事業承継・販路拡大・消費税などの重点事業や税制改正、県の当初予算案など、経営指導員の現場支援に役立つ情報をタイムリーに行ったことは評価できる。
・会報のテーマも時節的に事業者に必要な内容を取り上げ、商工会は事業者の収益拡大につながるチャレンジを応援することを広く周知できた。

３．課題

【有効性の観点】　事業目標の達成状況                                           取組評価の有効性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） ｂ

〈事業の目標は達成されているかどうか〉

・毎月発行の県連会報やタイムリーな経営指導情報、商工会活動に関する情報発信などバランスよく発信した。
・現場での経営指導に役立つ情報として提供している経営指導情報は、アンケート調査結果でも狙い通りの活用がされており、現場で有効なものとなっている。

【効率性の観点】　コスト（金銭・時間・人材）縮減のための取組状況       取組評価の効率性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） ｂ

【事業評価】

１．３つの観点からの評価

【必要性の観点】　現状の課題に照らした妥当性                                取組評価の必要性が　a（すべてa判定の場合）　　ｂ（a,c以外の場合）　　ｃ（ｃ判定２つ以上の場合） a

〈評価の理由〉

マスメディアや全国連からの情報を収集・分析し、経営指導情報や県連会報にて解決に向けた情報提供を行うことができた。

達成度達成度 a a達成度 a a

達成率達成率 180% 145% 達成率 123% 125%

実績 86% 100%実績 65件 68件

目標目標 36件 40件 45件 50件 50件

実績

目標 70% 80% 85% 90% 90%

年度 H29 H30 H31 H32 H33年度 H29 H30 H31 H32 H33年度 H29 H30 H31 H32 H33

指標名 情報提供機能の強化 指標名 経営指導員の情報活用度の向上 指標名

評価指標と実績　　　達成度：　a（達成率が100％以上）、b（100％未満80％以上）、ｃ（80％未満）

取組コード 78 取組コード 79 取組コード

Ａ79 a a a経営指導員を対象としたアンケート調査を実施したところ、活用割合は100％であ
り、巡回時のツールや個人での知識習得に役立てているという回答が多かった。

経営指導員の情報活用度の向上

76 a ｂ ｂ Ｂ

Ａ

78 a a a Ａ

77 a a a

県連会報12件、経営指導情報9件、県連合会HP「県連お知らせ」37件、小規模企業
景気動向調査結果10件と経営に関する幅広い情報をタイムリーに発信できた。

経営指導情報の提供・県連会報や商工会支援部で実施したスーパーバイザー研修
における資料などを提供した。

マスメディアや全国連からの情報を収集・分析し、経営指導情報や県連会報にて解
決に向けた情報提供を行った。

商工会の活動強化につながる「分析・提案機能」

経営指導員の支援力向上につながる「情報提供機
能」

情報提供機能の強化

４．昨年度の評価（対応方針）に対する対応

多くの情報を収集する必要するため、アンテナをより一層高くし、商工会や経営指導員に必要な情報の提供を心掛け、早期に分析し、タイムリーに提供できるよう取り組んだ。

取組コード 必要性 有効性

３．これまでの評価結果 過年度 Ｂ

効率性 総合評価実績取組

企業振興部 担当課名 創生プラン推進課 担当課長名 加藤慎也 施策コード 17 施策名

　シンクタンク機能の役割として、情報提供件数について目標を大きく上回る結果を残すことができたことや、全県商工会の経営指導員を対象としたアンケート結果からは目標を超える評価が
あった。対応ができていなかったマスメディア等の情報をさらに収集分析し活用する必要がある。

シンクタンク機能の強化

【事業内容】

１．事業実施当初の背景

　経済環境や社会情勢の急速な変化に伴い、商工会に対する事業者のニーズは年々多様化・高度化しており、従来のような税務・資金調達・労務といった経営管理における対症療法的対応
では、事業者の課題に対し的確に応えることは難しくなっており、より総合的・戦略的な観点からのコンサルティング的機能を強化する必要がある。

２．事業のねらい

　企業経営や地域振興に係る情報の収集や分析・提案、経営指導員の支援力強化に資する情報提供、商工会の業務アドバイスに対応する相談サポートなど、商工会を後方支援する役
割を果たしていく。

担当部名

継続事業評価シート 平成30年度（2年目）

事業コード 33 事業名 情報提供機能の強化 戦略コード 4 戦略名 機動的・効率的な商工会

評価確定日     平成31年4月3日　


